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市第159号議案 横浜市家庭的保育事業等の設備、運営等の基準に関する

条例及び横浜市特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の運営の基準に関する条例の一部改正 

 

１ 趣旨 

「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成26年厚生労働省令第61号）」及び

「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営

に関する基準（平成26年内閣府令第39号）」が令和７年１月に改正されたことに伴い、関連す

る条例の一部を改正します。 

 

２ 改正する条例 

 改正条例 今回改正の対象事業 

1 
横浜市家庭的保育事業等の設備、運営等の基準

に関する条例（平成26年９月横浜市条例第47号） 小規模保育事業、家庭的保育事業

及び事業所内保育事業（以下「当該

事業」という。） 2 

横浜市特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の運営の基準に関する条例（平成26年９月

横浜市条例第48号） 

 

３ 改正の概要 

当該事業を行う者は、従前から、利用乳幼児に対する保育を適切かつ確実に行い、卒園後

も必要な教育又は保育が継続的に提供されるよう連携施設を適切に確保する必要があります。 

今回の国の基準の改正を踏まえ、連携施設の確保に関する規定及び経過措置期間を改正し

ます。 

 

(1) 保育内容の支援に係る連携施設 

(2) 代替保育に係る連携施設 

(3) 卒園後の受入れに係る連携施設の確保に関する経過措置期間 

 

４ 施行日 

令和７年４月１日（改正される国の基準と同日） 

現行 保育所、幼稚園、認定こども園 

改正案 
上記連携施設の確保が困難な場合、連携先として小規模保育事業者及

び事業所内保育事業者を追加します。 

現行 
保育所、幼稚園、認定こども園 

※確保が困難な場合、小規模保育事業者又は事業所内保育事業者も可 

改正案 
上記事業者との連携が困難な場合、連携施設の確保に関する規定を

適用しないことができることとします。 

現行 10年（令和７年３月末まで） 

改正案 15年（令和12年３月末まで） 


